
新技術・新製品開発支援制度のご案内③

令和３年度 エネルギー研究成果等

①「新産業創出シーズ発掘事業」により製品等を開発した企業

②「嶺南地域新産業創出モデル事業」により製品等を開発した企業

③電力事業者や若狭湾エネルギー研究センターとの共同研究にて製品等を開発した企業

④県が開催した「廃炉業務評価委員会」（Ｈ２９～３０）において、廃炉業務で活用

可能と評価された製品等を開発した企業

①原子力・エネルギー分野、②地域産業活性化分野、③環境

分野、④植物工場・施設園芸分野、⑤防災分野に係る展示会

出展などの販路開拓、新技術・新商品の広報宣伝活動

公益財団法人 若狭湾エネルギー研究センターでは、福井県内の企業等が、これまで「新産業創出シーズ

発掘事業」または「嶺南地域新産業創出モデル事業」により開発もしくは電力事業者または若狭湾エネル

ギー研究センターとの共同研究等により開発した、①原子力・エネルギー分野、②地域産業活性化分野、③

環境分野、④植物工場・施設園芸分野、⑤防災分野に係る製品・技術の販路開拓を支援するための補助金

制度を実施しています。これは福井県が推進する嶺南Ｅコースト計画（「多様な地域産業の育成」と「デコミッ

ショニングビジネス（※）」）にもつながる取組みです。

※原子炉の廃止措置(decommissioning)に際して、除染、解体、廃棄物処理など関連業務の受注を目指すビジネス

県内企業の皆さまからのご応募を、お待ちしております。

（最長２ヵ年）
（嶺北・嶺南の中小企業共通）
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mo これまでに嶺南新産業創出モデル補助金で開発した、越前和

紙「友禅柄」をプリントさせたキューブメモに関して、ネッ

トモールを開設し、新ブランド「越前和紙十五夜」を立ち上

げ販路開拓を図り、売上拡大につなげました。



補助対象となる経費は、以下の条件をすべて満たすものとします。

①事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費

②交付決定日以降の契約・発注により発生した経費

③証拠書類等によって金額・支払等が確認できる経費

（詳しくは、「募集案内」等をご参照ください。）

消耗品費、原材料費
実験・分析等を行うための試薬や

材料等の消耗品、求評活動に必要

な消耗品・原材料の購入費

機械装置費、外注加工費
機械装置または工具・器具の

購入や改造経費、レンタル利用、

加工や設計などを外注する経費

特許取得費
特許出願のための明細書等の

作成に要する弁理士費用、

手続き代行費用等の経費

調査費
市場調査や産業財産調査を委託

する場合の経費や、販路開拓に必要な調査

に伴う国内旅費、資料等の購入費用

共同研究費
大学や試験研究機関等と共同研究する場合に必要な経費

（共同研究契約に基づく研究）

販路開拓費
求評活動に必要な会場や展示小間の借上げに要する経費、サンプル品の作

成経費、展示会出展や設営等の経費、広告媒体の活用に要する宣伝費、通訳・

翻訳を依頼する際の経費、パンフレット等の印刷費、ホームページの制作費、専

門家を招聘するための謝金や旅費など

その他経費
測定、分析、解析、試験などに要する経費等で、当法人理事長

が特に必要と認めたもの

申請企業の人件費、電気代、謝金や、申請企業グループ内の企業間取引に要する経費などは認められません。

また、やむを得ない事由により計画変更をするときは、補助事業の終了１ケ月前までにエネ研の承認を受けてください。

当法人のホームページに掲載している「募集案内」、「交付要領」をお読みいただき、必要書類を

作成の上、当法人（産業育成部）までお持ちください。（なるべく事前にご相談をお願いします）

※該当ページのURL：http://www.werc.or.jp/support/hanro/

◆ 応募方法◆

「事業計画書」に基づき、書面、面談（オンライン含む）による審査を実施します。その結果、

適正と認められた場合には、改めて「交付申請書」をご提出いただいたうえで、補助金交付の

可否を最終決定します。

◆ 補助金交付の可否の決定方法◆
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お問い合わせ・応募先

エネルギーで未来を拓く

公益財団法人

若狭湾エネルギー研究センター

産業育成部

〒９１４-０１９２

福井県敦賀市長谷６４-５２-１

電話 ０７７０-２４-７２７６

ＦＡＸ ０７７０-２４-７２７５

Ｅメール sangyo@werc.or.jp

URL：http://www.werc.or.jp/
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令和３年７月～９月 ～２月末 ～３月末

補助金支払後も、令和４年度以降

５年間は「企業化報告」等を行って

いただく必要があります。
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